
視察研修先 愛媛県松山市議会  氏 名 伊藤 正彦  

視察研修項目 消防団について  

１ 市の概要 
  松山市は、平成１７年に四国初の５０万都市となった山形市の倍近い

人口を擁する市であり、現在、高次な都市機能と、豊かな自然、伝統あ
る歴史・文化等を生かし、「人が集い  笑顔広がる  幸せ実感都市  まつ
やま」を将来像にまちづくりを進めている。坊ちゃんや正岡子規と聞け
ば松山と誰もが知っているまちである。 

  議員定数は４３名で女性議員は１１名、常任委員会は６つ、令和５年
度一般会計当初予算は、約２，０７８億円、議員報酬は月額６２万３千
円、政務活動費は月額１０万２千円である。議会事務局員は１９名い
る。 

 
２ 研修概要 
（１）組織 
   消防団組織は、１団・１本部・９方面隊・４１分団となっており、

１２人いる副団長の内１名は女性、９名は方面隊長を兼ねている。定
員は２ ,５５１名で、実員は、令和５年４月１日現在男性２ ,２５２
名、女性２１２名の２ ,４６４名で、令和６年１月１日現在は２ ,５５
０名と１名の欠員にとどまっているものの、４月は異動等で－１００
名位まではいくとのことである。離島には常備しておらず、島しょ部
に女性団員が９名いる等女性を積極的に活用している。女性団員２１
２名は熊本に次いで全国第２位である。また、団員数は平成２１年か
ら１４年連続で増加しており、広報活動は、粘り強く継続して行うこ
とをモットーに「受けでは入団しない、出向いて勧誘する」ことを基
本にしている。今後はＳＮＳの活用を検討している。  

    
（２）主な取り組み 
  ア 女性消防団員の採用 
    前述のとおり全国２位の女性団員数を誇り、副団長及び女性分団

長もいる。救命講習、防火・防災指導／啓発、地域住民指導、地域
防災活動への参画、独居高齢者防災訪問の他、消防団事務も行って
いる。 

  イ 全国に先駆けた機能別消防団員制度の導入  
   ①郵政消防団員（ファイヤーポストマンチーム）  
     地域に密着した存在として、災害情報の収集や本部への連絡、

危険個所の巡視などの活動に限定した機能別消防団員として、平
成１７年４月から採用を開始。現在４６名。  

  ②大学生等消防団員  
    ・避難所等での活動と平時の広報・ＰＲ活動に特化した機能別団

員として、平成１８年４月からスタート。  
・令和５年４月からは専門学校生も受け入れ大学生等として令和  

５年４月１日現在２５０名いる。  
    ・大学生等消防団員活動認定制度を採用し、就職活動等に活用で

きるようにしている。 
 



   ③事業所消防団員  
     基本団員の６０％がサラリーマン団員（学生が比率を引き下げ

ている）であり、多くが地元から離れた場所で勤務していること
から、日中の消防力が低下することを補完するため、就業中の活
動に限定した機能別消防団員を採用  

・ネッツトヨタ瀬戸内チーム  
・フジファイヤーチーム（スーパー）  

   企業名入りの防災服も整備  

ウ 入団資格の見直し 
市内在住者から、市に通勤・通学が可能な者にした。  

エ 定年制の見直し 
山間部や島しょ部は適齢者が少ないことから定年制の見直しも検

討している。  

  オ まつやまだん団プロジェクトの導入  
    消防団員応援プロジェクトとして、２７８事業所で割引等の優遇

が受けられる他、自動販売機も市内に１６か所ある。  

  カ その他 
   ・消防団協力事業所は５８社（本市１１社）ある。  
   ・女性団員デザインのラッピングバスを４か月間運行し、ＰＲ。 
   ・市の予算で消防団ポンプ蔵置所（ポンプ庫）耐震事業に合わせて 

シャッターデザイン（絵をペイント）を実施。  
 
３ 所 見 

   １４年連続での団員数の増加や充足率がほぼ１００％近い等の現実は、
５０万都市とはいえ自治体・消防団の相当な努力の結果であろう。特に印
象的だったのは、機能別消防団への取り組み方である。女性分団の組織や
女性副団長の登用をはじめ、学生消防団員、郵政消防団員、事業所消防団
員等の活用は画期的であると感じた。また、行政側負担でポンプ蔵置所の
耐震化事業に合わせて待機室の拡充やシャッターデザインに取り組んでい
る点も消防団の処遇改善やＰＲにとっては素晴らしいと感じた。  

   消防団は防災や復旧の要となる組織であり、松山市のような斬新な発想
や大胆な取り組みは是非参考にすべきであると感じた。 

  



視察研修先 愛媛県今治市議会  氏名 伊藤 正彦 

視察研修項目 今治市クリーンセンター（バリクリーン）について  

１ 市の概要 
  今治市は、愛媛県の北東部に位置し、高縄半島の東半分を占める陸地

部と、芸予諸島の南半分の島しょ部からなっている人口約１５万人の市
であり、「タオルと造船のまち」の立て看板があり、甲子園のハンカチ王
子のタオルで有名になった市である。 
議員定数は３０名で、常任委員会は４つ、令和５年度一般会計当初予

算は約７５２億５千万円である。議員報酬は、月額４９万２千円で、政
務活動費は、一人年３６万円である。 

 
２ 研修概要 
（１）今治市クリーンセンター（バリクリーン）の整備  

ア  現在の施設は４代目であり、「今治市にふさわしいごみ処理施設の
あり方について」検討を重ねてＤＢＯ方式（公設民営）で約１２８億
円（税込み）で４年間かけて建設し平成３０年４月から稼働  

イ 運営業務の委託は２０年間約１００億円（税込み）で契約  

ウ 「２１世紀のごみ処理施設（今治モデル）のコンセプト  
①  廃棄物を安全かつ安定的に処理する施設 

〈暮らしを支える守りの港〉  
  ・周辺環境の保全に配慮  
  ・３０年間の長期安定稼働を目指す  
②  地域を守り市民に親しまれる施設  

  〈地域がにぎわう集いの港〉  
  ・周辺環境に調和した施設計画  
  ・地域や社会への貢献  
  ・防災拠点としての万全な災害対策の実施  
③  環境啓発・体験型学習及び情報発信ができる施設  

〈人と地域を育む学びの港〉  
    ・施設への理解促進を推進  
    ・市民への環境啓発の実施  

  エ 発電施設として  
    ごみ焼却の熱エネルギーを利用し３８０ kwの発電を行い、施設全

体の消費電力を賄うとともに、隣接する公共施設（老人施設）等へ
供給する他、２／３は余剰電力として売却（年約２億円）してい
る。 

  オ 防災拠点として  
     防災拠点として整備することになった理由は、「今治市ごみ処理施

設整備検討審議会」において今治市の新しいごみ処理施設整備につ
いて検討中に東日本大震災が起こったことによる。  

   [防災拠点としての能力 ] 
   ① 万全の耐震・免震対策を実施し、停電時においても、ごみ発電に

より安定して電気を賄う。  
   ② 管理棟は災害時に３２０人（２人用パーテーションを１６０個）

の市民が安心して避難できる場所として活用し避難者が７日間生



活できる非常食や飲料水を備蓄している。通路を除けば１ ,０００
人位は受け入れ可能とのこと。  

  カ フェーズフリーの概念  
    請負業者である㈱タクマの積極的な提案により「フェーズフリ

ー」の概念を取り入れた施設の完成に至った。  
    フェーズフリー：平常時と災害時という時間的なフェーズを取り

払い、「もしも」のときだけでなく、「いつも」の時も役立ち、価値
のあるものにする。 

     避難所機能＋市民の利用（大研修室や多目的室は市民に開放）＋  
常用非常用兼用発電機等  

 
３ 所 見 

今治モデルというだけあって、こんなクリーンセンターがあったのか
と感心させられた。そもそもフェーズフリーの概念を業者が推奨して実
現した施設ということに驚くとともに、ごみ処理、発電、避難所、市民
の利用等多機能を備えた素晴らしい施設であった。近年の「災害はいつ
でも起きる。」という状況を鑑みれば、このような施設が重要だと改めて
痛感させられた。  

  



視察研修先 愛媛県四国中央市議会 氏名 伊藤 正彦  

視察研修項目 子ども若者発達支援センターについて  

１ 市の概要 
  四国中央市は、愛媛県の東端部に位置しており、東は香川県、南東は

徳島県、南は四国山地を境に高知県に接し、四国の高速道路の中央結節
点（ＩＣ３つ、ジャンクション２つ）に位置する人口約８万３千人の市
である。大王製紙をはじめとするバルプ・紙・紙加工品製造業が盛んで
同製造品出荷等が日本一の紙関連産業都市として発展したまちである。
人口は年１０００人程度減少している。書道パフォーマンス甲子園も開
催されているが、残念ながら山形県からの参加はない。 

  議員定数は２２名で女性議員は１名、常任委員会は３つ、令和５年度
一般会計当初予算は、約３８６億２千万円、議員報酬は月額３９万１千
円、政務活動費は一人年額２４万円である。  

 
２ 研修概要 
（１）子ども若者発達支援センター（愛称Ｐａｌｅｔｔｅ）  
   約１０億円をかけて平成２９年４月に開所した子ども若者育成支援

推進法に基づく子ども・若者総合相談センターで、障がいの有無にか
かわらず、何らかの困りごとのある本人や保護者の相談に対し、関係
機関との協力のもと応えていく場所であり、対象は３０歳代までの子
ども若者である。Ｐａｌｅｔｔｅの機能は以下の通り。 

  ア 電話相談  
    相談員や保育士、保健師、公認心理師、臨床心理士、精神保健福

祉士、言語聴覚士、作業療法士などの各種専門職（以下、「相談員
等」という。）が本人やその保護者、また支援者などからの電話に
よる相談に応える。 

  イ 来所相談  
    相談室などで、相談員等が本人や保護者などの相談に応える。  

  ウ 訪問相談  
    保護者の希望により、相談員等が園や学校でのお子さんの様子を

見させていただき、子育てや支援の手立てに関する相談に応える。  

  エ 発達相談  
    本人がどのように物事をとらえているか、得意なこと、苦手なこ

とは何かを調べ、保護者や支援者の共通理解のもと、支援の手立て
を考えていく。  

  オ 基幹相談支援事業  
    障害児通所支援事業の利用者を指定障害児相談支援事業所につな

ぐ。 
 
（２）センターの利用状況  

放課後ディサービス利用者が５５名おり、活動室等で学びや遊びを
している。利用者負担は１割であり、職員の確保や職員の技能向上と
いう課題はあるものの相談件数が増加していることからも市民には浸
透してきていると考えている。 



３ 所 見 
    障がいの有無にかかわらず相談できるところがあるということは、

市民にとって大変心強いだろうと思う。障害のある人の保護者にとっ
ては尚更であり、しかも３９歳までというのも助かっているのではな
いかと思われる。相談・療育・地域支援と一貫した総合的な支援を行
う機能を整備した素晴らしい施設であると感じた。本市でも是非整備
すべき機能ではないだろうか。  

  



視察研修先 香川県琴平町議会 氏名 伊藤 正彦  

視察研修項目 琴平町電子地域通貨「ＫＯＴＯＣＡ」について  

１ 市の概要 
  琴平町は、香川県の西部に位置し、人口が８千人を切った金毘羅さん

で有名な町制１３３年になるまちで、金毘羅の門前町として１５世紀頃
から栄え全国有数の観光地（年間２５０万人の観光客）として発展して
きたまちである。  

  議員定数は１０名で常任委員会は２つ、議員報酬は月額２７万円であ
る。 

 
２ 研修概要 
（１）電子地域通貨「ＫＯＴＯＣＡ」の導入経緯  

新型コロナウイルス感染症で低迷している琴平町経済への対策とし  
て、スマホアプリやプリペイドカードを利用した電子地域通貨の
キャッシュレス決済サービス（ＫＯＴＯＣＡ）を導入し、令和３年度
に運用開始した。その内容は、町民８６６４人全員に５０００コトカ
を付与（４３，３２０千円）し、町内におけるお金の地域内循環（町
内の人が町内でお金を使い町内に金を落とす。）を促すことで地域経済
を活性化させるとともに、観光事業の推進、非接触の推奨による新型
コロナウイルス感染症対策等を積極的に展開することであった。令和
３年度の利用率は９２．４％であり、４０ ,０４０ ,４３４円が利用さ
れた。 
 

（２）ＫＯＴＯＣＡのメリット  
・チャージ（上限１０万円）時にポイント付与  
・町が給付する補助金等もＫＯＴＯＣＡに付与できる。 
・ＫＯＴＯＣＡ支払いでコーヒー１杯無料等の店舗独自のサービス提

供も可能 
・町が行う広報により店舗の宣伝もできる。  

 
（３）事業者の主な経費  

・スマホは町が買い上げて貸与するため導入経費なし  
・通信料は、wi-fi等を整備済みであれば無料  
・手数料無料（クレジットカード等であれば２～３％の手数料がか

かる。）  
 
（４）登録店舗 

当初の１２０店舗から１６２店舗（Ｒ５．３．１）まで拡大  
 

（５）令和４・５年度事業  
  ・チャージポイント還元キャンペーン（通年２％、５月・１０月５

％） 
  ・新生児子育て応援金（２０ ,０００コトカ）等町単独の補助金をコ

トカで付与  
 
 



  ・行政ポイントの付与（町主催の健康教室等への参加、自治会長記念
品や、敬老記念品として７５歳以上に２,０００コトカを付与、  
５年度は物価等高騰重点支援金として、課税世帯に２０ ,０００コト
カを配布） 

  ・運転免許返納で２０ ,０００コトカ 
 
（６）利用状況 

カード６２．８％、アプリ３７．２％ 
 
（７）その他 

高齢化率が４０％を超えており、高齢者への利用促進を 1番に考え
て「スマホサロンもしもし」（月２回）を開催し、高齢者の利用に結
び付けている。  

 
（８）課題 
  ・チャージ金額が少ない。  
  ・観光関係への活用を検討  
 
３ 所 見 

   全員に配布し、チャージもでき行政ポイントも付与されるカードやア
プリという電子地域通貨は画期的であると感じた。本市や周辺自治体が
実施している使い切りのものにはない魅力を感じた。これを課題として
いる年間２５０万人が訪れる観光関係に活用したら相当な利益を生むの
ではないだろうかと感じた。  

 


